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【論文要旨】
　本稿の目的は「ソ連崩壊」という現象を説明するために，「比較政治学」的見地から導かれた政
治変動に関する既存のモデルを検討し，独自の分析枠組みを提示することにある。
　「ソ連崩壊」といっても，この言葉のなかに含まれる事象は数多い。例えば，崩壊過程で起こっ
た事象は自由化・民主化や，連邦の解体，クーデターの失敗，民族運動の台頭，社会運動の隆盛な
どさまさまである。ソ連の崩壊は，これらの事象が複雑に絡まり合って導かれたとみられる。崩壊
にまで至るこの因果の連鎖を説明するためには，「過程」としてソ連崩壊を論じる必要がある。こ
れが意味することは，ただ1つのモデルでは，崩壊過程で起こる多くの現象を説明することがで
きないということである。したがって，既存のモデルがソ連崩壊過程で起こる現象の何を説明で
き，何を説明できないのかという点に注意しながら，批判的に検討されなければならない。そし
て，ソ連崩壊過程を説明する際は，こうして批判的な検討を経たいくつかのモデルを組み合わせて
分析し，総合する必要があるといえよう。
【キーワード】　ソ連，政治変動論，体制移行論，革命論，社会運動論
はじめに
　比較政治学における政治変動論の歴史は，長大な歴史的視点から政治的変革をとらえてきた「革
命論」と，1970年代以降にみられた民主化の波を分析するなかで築かれてきた「移行論」とに大
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きく分けられる。これらの2つの政治変動論はそれぞれ，流行した時代が異なっており，その相
違は分析対象の違いによって説明できるかもしれない。しかし，2つの議論の理論的な相互浸透が
いまだに十分におこなわれないままであり，現段階では「革命論」は社会運動論へ，「移行論」は
民主主義の「定着論」ならびに「民主主義の質」の議論へと力点を移動させつつあるようにみえる。
しかし，2つの政治変動に関する議論は必ずしも「体制崩壊」を説明しているわけではないものの，
その体制崩壊の過程は，既存の理論から部分的に説明されうるように思われる。よって，それぞれ
の議論から，体制崩壊の全体もしくは一部の説明を試みているモデルを抽出し，比較・検討するこ
とは有意義であろう。
　政治変動論の理論的潮流について触れたところで，次に「ソ連崩壊」過程で説明されるべき現象
について整理をしておきたい。この分析枠組みを用いて説明されるべき対象は，ソ連体制の崩壊で
ある。だが，ソ連体制の崩壊といっても，その過程に含まれる事象は数多い。例えば，自由化・民
主化や，連邦の解体，クーデターの失敗，民族運動の台頭，社会運動の隆盛などが崩壊過程で起こ
った顕著な事象である。これらの事象が複雑に絡まり合って，ソ連の崩壊が導かれたとみられる。
この因果の連鎖を説明するためには，1つの理論・モデルを利用するだけでは不十分である。そこ
で，既存のモデルを批判的に検証し，それが何を説明することができ，何を説明できないかを，ま
ず明らかにする必要がある。
　次に，従属変数を体制崩壊としたときの独立変数の分析レヴェルについて論じておきたい。分析
レヴェルは大きく分けてミクロ，メゾ，マクロの3つに分けられよう。それらの違いについてい
えば，ミクロレヴェルは個々人，メゾレヴェルは集団や組織，マクロレヴェルは構造や環境が説明
変数となっている場合を指す1。このうち，マクロレヴェルを独立変数として体制崩壊を説明する
議論は，説得力という点でやや劣る。なぜなら，「移行論」ではアクターの選択は，G．オドンネル
とP．シュミッターが指摘したように「構造的要因から演繹できないし，それに帰属させることも
できない」からであり2，「革命論」においても「構造的要因だけではアクター個々人の選択を解明
できない」からである3。つまり，より微視的にある現象に焦点を合わせていけば，構造的要因か
らの説明は精緻だとは言えず，説得力を欠くこととなるのである。もちろん，構造的な影響は否定
されるべきではないという反論もありえよう。確かに，構造論がそれまでの中心的な説明要因から
政治変動の背景要因へと後退しただけだと考えることはできる。したがって，マクロ要因は議論の
前提としてとらえ，個人や集団といった「アクター」に焦点を合わせたミクロ・メゾレヴェルから
の分析を重視する必要があるといえよう。本稿では，ミクロ・メゾレヴェルに限定して議論を整理
し，ソ連に適用できるかどうかを検証したい。
　以下，既存のモデルに批判的検討を加え，それらのモデルでは，ソ連の崩壊を十分に説明するこ
とはできないことを示す。そして，理論の総合をおこない，自身の分析枠組みを提示したい。
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第1章政治変動論の検討
第1節体制移行論一戦略的アクター論
　近年の体制移行・民主化研究を特徴付けるのが，諸アクターの戦略から政治変動を説明する議論
である。このいわゆる「戦略的アクター論」は，D．ラストウを嗜矢とするものであり4，オドソネ
ルとシュミッターによって理論化されたといえる5。具体的には，彼らと，その後彼らの議論を踏
まえてさらなる理論化をおこなった論者たちによれば，体制移行過程は体制側のタカ派とハト派，
反対勢力の穏健派と急進派の「4者ゲーム」によって進展するとされた6。
　このモデルを利用してソ連崩壊を説明しているのが，J．コロマーである。彼は，ソ連の移行過
程を，体制内タカ派（hard－liners）と，体制内ハト派（soft－liners）の穏健派（moderates），体制
内ハト派の急進派（radicals）＋反対派（opposition）の3老のゲームとして描いている7。だが，
この議論は以下の点で不十分だと考える。すなわち，ソ連には15の構成共和国が存在しており，
すべての共和国がこのゲームのプレーヤーにならないにせよ，「反対勢力」として括れるほど各国
の様相は単純ではなかった。体制側と反対側の二分法，さらには双方の穏健派と急進派を含めた三
分法，四分法による分析の有効性は頭から否定されるべきではないが，結局，ソ連の体制移行は
「4者ゲーム」でも「3者ゲーム」でもなかったと考えられるのである。
　また，戦略的アクター論からの説明に関する問題点として，社会運動や民族運動の影響が考慮さ
れにくいという点もあげられる。つまり，アクターを表す際，政治エリートが想定されており，社
会運動集団や，政治家を支える政治集団，民族運動などの「市民社会」の構成要素に焦点が集まり
にくく，軽視されがちなのである8。
第2節　公共選択論一集合行為論
　次に，公共選択論の立場から，なぜ集合行為（collective　action）カS起こるかを，経済学的な視
点，もしくは方法論的個人主義の立場に立って説明するモデルを紹介したい9。この立場は，集団
は集合財（collective　goods）の獲得を目的とし，その財から配分される利益が参加者の動機とな
るとして，集合行為を説明する。だが，M．オルソソによれば，大集団では参加者のかけるコスト
に比して得られる利益が小さいため，彼らが合理的に判断すると仮定すると，人々は他の人の行動
によって目標が実現されると考えて集合行為には参加せず，集団の目標は達成されにくくなる。だ
が，この「ただ乗り（free　ride）」の問題（別名「オルソン問題」）は，参加老への報酬，もしくは
強制という手段によって解決されると，オルソンは述べている10。
　公共選択論のモデルとして，代表的なものは，A．ハーシュマンが「退出（exit）」と「告発
（voice）」という概念を用いて論じた「組織社会論」11や，　G．タロックの「革命行為論」12などが存
在する。両モデルとも，体制変動がなぜ起こるのかについて説明を試みており，特にハーシュマソ
は東ドイッの崩壊に触れている。しかし，いずれのモデルも中・長期的なタイムスパンから，ソ連
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崩壊の包括的な説明を提供するものではない。したがって，この立場の議論は部分的な説明として
は有効であるが，ソ連崩壊過程を説明するには別の議論を補う必要があるといえよう。
　では，ソ連崩壊の分析に関して有益であると思われる公共選択論のモデルはあるのか。本稿で
は，「政治的企業家（political　entrepreneur）論」を取り上げておきたい。その「政治的企業家論」
は，先の「オルソン問題」の解決策として提起された。この議論ではまず，大集団を形成すること
を目的として参加者に集合財を与えるアクターの存在が想定される。そのようなアクターが「政治
的企業家」であり，彼らが大集団における集合財を提供することにより，集合行為は達成される。
この「政治的企業家」には2つの側面があるとされる13。つまり，参加老との取引の結果として私
的利益を得ようとする存在14という面と，集合財の供給のために尽力する存在15という面である。
　この議論の説明対象は「なぜ大集団の行為がおこなわれるか」であるが，後述するように，体制
崩壊の分析に利用できる議論であるため，取り上げた。ただし，これはあくまで部分的な説明を可
能にするものに過ぎないことは付け加えておきたい。
第3節革命論・社会運動論1：心理・システムモデルと動員モデル16
　次に，なぜ革命および政治的暴力，さらには社会運動が発生するのかを分析した理論を取り上げ
る。近年における体制移行論の隆盛以前には，「革命論」が政治変動論の主流であった。革命論は，
マルクスを先駆とするような構造に焦点を当てた議論から，大衆の心理的側面に注目した議論，資
源の動員能力から説明をおこなう議論まで多岐にわたる17。本稿では，革命と並んで政治的暴力18
や社会運動（これらの事象を総称して「争議の政治（contentious　politics）」と呼ばれる）を扱う
議論も取り上げる。なぜなら，社会運動のサイクルと革命の流れは同じ因果的連続体（causal　con－
tinuum）であり，共通する部分が多いので，種々の概念を相互に利用）することが可能であると考
えられるからである19。
　「争議の政治」に関する議論のなかで，革命や政治的暴力は，社会変動による構造的変化と，そ
れに対応する個人の心理的不満などによって引き起こされるとする「心理・システムモデル」を，
まず取り上げる。D．マックアダムによれば，これらの議論は「（社会運動の）古典的モデル
（Classical　Model）」として分類されている。その「古典的モデル」の論者たちの共通点は，以下
のようなある一定の流れを踏まえて説明しているところである。それによれば，みな一様に，社会
に内在する構造的弱さを詳述したあと，この構造的ストレーン（緊張）が社会に与える破壊的な
（disruptive）心理的効果について述べ，それらの心理的混乱状態が社会運動（革命，政治的暴力）
を生み出すのに必要な全体の閾値に達して，議論は完成するとされる（図1）20。このモデルの代表
的議論として，「相対的価値剥奪論（relative　deprivation）」を取り上げたい21。
　T．ガーやJ．デイヴィーズらに代表され，1960年代に流行した議論が，「相対的価値剥奪論」で
ある22。この概念は，満たされて当然の欲求と現実に満たされている欲求の乖離から革命や政治的
暴力を説明するものであり，ミクロレヴェルの心理変数に焦点を当てるモデルである23。また，こ
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　　　　　　　　　図1　古典的モデルの流れ
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出所：McAdam，　Politiαal　Process，　p．7．
図2　デイヴィーズのJカーブ仮説
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の議論は社会運動や革命の発生に関する議論のなかで，かつて頻繁に取り上げられた24。
　まず，デイヴィーズの議論を取り上げよう。彼は，経済的・社会的発展が客観的にみて長期に渡
って続いたあとに，急激な反転（経済不況や社会不安など）が起こるとき，革命はもっとも起こり
やすいとした。なぜなら，社会経済的発展の時期に，満たされるべき需要に対して人々は期待を抱
くが，社会経済的な落ち込みの時期には，人々は現実の状況に対して精神的な不満や怒りを顕在化
するからである25。これは図2に見られるように，アルファベットのJを描いているようにみえる
ので，「Jカーブ仮説」と呼ばれている。
　革命や政治的暴力の発生に関する心理的モデルをさらに精緻に分析したのが，ガーである。彼は
「相対的価値剥奪は，行為主体が価値期待（value　expectations）と価値能力（value　capabilities）
のあいだの不一致を認識すること」と定義した26。価値期待とは人々が当然のものとして得られる
と信じる財や生活状況のことを指し，価値能力とは得られるはずの諸価値を手にするか，もしくは
それらを維持する機会を決定する諸条件を指すとされる。そして，相対的価値剥奪の度合いが激し
いほど，政治的暴力が発生する可能性とその強さも大きくなる27。このモデルは，心理学の「フラ
ストレーションー攻撃仮説」に依拠している。人々がフラストレーションを感じたとき，怒り
（anger）という感情的反応をし，この怒りによって，人々は攻撃としての暴力に走る。ただし，
この怒りの反応として暴力が起こるか否かと，暴力の大きさは，別の変数の影響を受ける。すなわ
ち，相対的価値剥奪から生じた怒りと政治的暴力とをつなぐ媒介変数が存在する。1つが，反抗を
おこなうことで課される罰則，暴力的手段以外の制度的メカニズムの存在など，政治的暴力を抑制
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するような社会的統制要因である。もう1つが政治的暴力を許す共通の経験や信念という認識に
関する要因，集団としての行動などの社会的促進要因である28。
　また，ガーは価値剥奪の形態を3つに分けて論じている（図3）。まず，「下降型価値剥奪
（decremental　deprivation）」であり，これは価値期待が相対的に一定であるものの，価値能力が低
下するパターソである。次が，「希求型価値剥奪（aspirational　deprivation）」であり，これは価値
能力が相対的に一定である一方，価値期待が増大もしくは強化されるパターソである。最後に，
「前進型価値剥奪（progressive　deprivation）」であり，これは価値期待が価値能力と同時に増大す
　　図3　ガーの相対的価値剥奪のモデル
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価値能力
るが，価値能力が低下するときに起こる29。ちなみに，先のデイヴィーズの議論はこの「前進型」
に当てはまる。
　また，ガーはこれらの相対的価値剥奪と政治的暴力の関係について論じている。まず，政治的暴
力は非組織的で自然発生的な「騒乱（tumloil）」と，組織的で大規模な「革命」に分けられ，さら
に革命の次元にはゲリラ戦などを含む「内戦（internal　war）」と，陰謀やパージ，反乱（mutiny）
を含む「共同謀議（conspiracy）」という2つの要素が存在するとした。そして，「騒乱」は価値剥
奪が大衆において大きく，エリートにおいて小さい場合に起こるが，「革命」は不満がさらにエリ
ートにまで共有されている場合に起こるとした。その革命の形態であるが，価値剥奪がエリートの
みに制限されていて，そのエリートが既存のヒエラルキー内部に存在する場合は「共同謀議」とな
るとし，他方，不満が大衆とエリートに広がっていて，エリートが既存の枠外の存在であるなら
ば，その帰結は「内戦」になるとした30。
　この相対的価値剥奪論からソ連の事例について考えてみたい。まず，急激な経済不況について
は，ソ連では1960・70年代に経済成長率が鈍化傾向にあったものの，デイヴィーズの示したような
短期的な低下ではなく，中期的な停滞の時期が続いた。ただ，ガーの示したような「希求型」の相
対的価値剥奪には近い状態にはあったかもしれない。次に，欲求の充足という意味では，政治的自
由の渇望という側面も無視できない。ソ連では物質的な欲求，さらに言えば「一次的欲求」はある
程度満たされており，ソ連体制下では制約のあった政治的・市民的自由を求める声はある程度遍在
していたと考えられる。
　上記の心理・システムモデルの問題点は，政治的暴力や社会運動の発生が不満や怒りといった心
理的要因から説明されており，政治的な要因，さらには暴力や運動を主導するアクターが軽視され
ている点であろう。ソ連崩壊の分析に，このモデルをそのまま適応したとしても，構造ストレーン
と心理的要因だけでその過程を説明することは難しい。
　上記の心理・システムモデルへの批判として登場してきたのが，「資源動員（Resource　Mobili・
zation）論」である31。この議論を簡単に述べると，社会運動などは非合理性の産物ではなく，集
団・組織の合理的活動32の結果であり，諸組織はその目標達成のために資源を動員していくという
ものである。J．マッカーシーとM．ゾールドは資源動員論の特徴を5点取り上げている。それは，
（D資源（資金や労働）に注目する，（2）資源の集積のために組織が必要であるので，社会運動組織に
直接，注目する，（3）運動の成否は集合体の外部にいる個人や組織の関与にかかっている，（4）資源の
フローを説明するために，需要一供給モデルを適用する，（5）費用と報酬が重要である33。
　また彼らは心理・システムモデル（彼らの言葉では「伝統的パースペクティヴ」）の前提と対比
することで，資源動員論について3点にわたって要約している。第1に，社会運動の「支持基盤」
については，心理・システムモデルでは，運動は不満を抱く人々に基盤を置いているとする一方，
資源動員モデルではそのような人々の不平に基盤があるかもしれないし，ないかもしれない，とす
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る。第2に，社会運動の指導者の「戦略と戦術」については，心理・システムモデルでは，指導
者は当局に影響を与えるためにさまさまな戦略を用いるとされる一方，資源動員モデルでは，その
前提を受け入れるが，社会運動組織は当局以外にも働きかけるとされる。第3に，社会運動の　　’
「より広範囲な社会との関係」については，心理・システムモデルでは，環境の影響を強調してき
たものの，運動組織が目的のためにそれを利用する方法については無視されてきたとされる一方，
資源動員モデルでは，社会は社会運動イソダストリー34が利用するイソフラを提供するとされる35。
　また，C．ティリーは，動員論と「政治体モデル（polity　model）」を基礎として，革命や政治的
暴力，さらにはクーデター，暴動，内乱などを対象に分析を試みている36。彼は政治的現象を精緻
に分析しているが，本稿では若干の紹介にとどめる。ティリーは，「革命」という現象を，「革命状
況」と「革命結果」に区別している。r革命状況」の定義は，国家機構を統制しようと試みるブロ
ックが複数存在していることであり，その時，社会が多重主権37の状態にある。そして，いずれか
が勝ち抜き，権力の移転が起こったとき，それが「革命結果」となる。この2つの概念を用いて，
類似概念との区別をおこなったのが図4である38。彼によれば，革命状況が起こる原因は3つある。
1つは既存の政治体成員のかわりに政権奪取を要求する競争者またはその連合が出現することであ
る。その競争者の動員過程のシナリオは，第1に，既存の権力の破壊を目指す集団が台頭する場
合である。第2に，旧来の政治体成員の地位低下，もしくは挑戦者の権力への接近の拒絶によっ
て，既存の政治体を認めてきた人々が破壊的な目的を掲げるようになる場合である。2つ目の要因
は，住民の大部分が，新たに政治体の統制を試み，権力を求める集団の要求にコミットすることで
ある。この要因への着目は，資源動員論に欠けているとされる心理的要因と構造的要因を，ティリ
ーが受け入れていることを示している39。3つ目は，政府がそのような連合やそこにコミットする
人々を抑制する能力も意志も欠いていることである。他方，革命結果に至る短・中期的な要因も3
図4　革命状況と革命結果からみた類似概念の整理
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出所：ティリー『政治変動論』243頁。
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つある。1つ目が，革命状況の存在である。2つ目が，挑戦者集団と政治体成員の革命的連合であ
る。この種の連合が形成されないと革命結果は起こりにくいとされる。3つ目が，革命的連合の強
制力装置の掌握である40。
　資源動員論の要点は以上のようにまとめられるが，この議論に対する批判も存在する。例えば，
資源動員論全般において；その議論の中核である「資源」の概念があいまいである41という批判が
ある。さらに，マックアダムは資源動員論のエリートと大衆に関する前提に対して批判を展開して
いる。運動の生成においては，外的な支持者，つまり資源を持つエリートの関与が必要とされる
が，エリートは必ずしも運動を支持するわけではないという指摘がある。また，価値剥奪された大
衆は資源を持たないとされるが，マックアダムは社会的ネットワークが組織の基盤となりうると指
摘している。
　加えて，この資源動員論は，心理・システムモデルを批判することから出発した経緯から，反対
に心理的要因や構造的要因を軽視しているという批判を浴びてきた42。つまり，心理的要因が明ら
かにする「なぜ」運動が発生するのかという問題と，構造的要因が明らかにする「いつ」という問
いが説明されないのである。よって，ソ連での構成共和国および民族運動の台頭などの説明には妥
当性があるが，いつ，なぜ起こるかまでは説明できないということである。だが，資源動員論は運
動を「なぜ起こすか」よりも「どのようにして起こすか」に注目した議論である43。その意味で，
革命や政治変動が「なぜ，いかにして起こるのか」の分析に対して，両モデルはある程度補完性が
あると考えることもできよう44。
第4節　革命論・社会運動論2：政治的機会構造論
　資源動員論に欠けていた構造的要因を取りこんで発展した45のが，「政治的機会構造（political
opportunity　structure）論」である46。この政治的機会構造とは，人々が集合行為をおこなうため
の誘因を提供する政治的環境を指す。つまり，資源動員論では，運動が「いつ」発生するのかを説
明できなかったが，社会経済的背景や外部環境に対して注目することによってその欠点を補うこと
が可能になったといえる。
　この概念枠組みを初めて用いたのは，P．アイシンガーだとされる。彼は政治的環境に着目し，
アメリカの諸都市においで人種や貧困によって引き起こされた暴動について分析を試みている47。
彼が政治的機会構造という言葉を用いるときに操作化している変数は，政府の構造，すなわち市民
の要求に対する政府の応答性の度合いであり，その応答性がある場合，政治的機会構造が「開放」
されているとする。反対に応答性がない場合は，政治的機会構造は「閉鎖」されているとする48。
また，欧米4ヶ国における反原発運動の展開の差異を説明したH．キッチェルトによれば，政治的
機会構造は，資源の配置状況，制度的編成，歴史的先行条件からなるとされ，具体的には政治シス
テムの入力局面としての開放性と，出力局面としての政策実行能力が描かれている49。上記の2人
の理解では，政治的機会構造は静的であり，安定的である。だが，ソ連崩壊過程のような時系列的
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変化を追いかけるうえでは，政治的機会の流動的（conjunctural）な側面に着目する必要がある50。
　政治的機会構造論は現在まで理論的発展を遂げてきたが，野宮大志郎によれば，この概念は，政
治体の開放度，連携する運動体や支持団体の存否，政治体・エリート内の亀裂，政府の立案能力な
どによって表されてきたとする51。だが，D．メイヤーは，以上のような機会を表す変数が，しば
しば反証も，精緻化も，置き換えもされずに，ただ付け加えられてきただけだと非難する52。ま
た，マックアダムとS．タロー，ティリーは，運動が成功したあとにだけ，説明のために政治的機
会が探し出されてくることに対して警鐘を鳴らしている53。だが，この概念は，政治変動がいつ起
こるかを説明する際には，それでもなお有効性を持つ。なぜなら，ソ連・東欧において，幾度とな
く体制内改革がおこなわれてきたにもかかわらず，体制変動にまで至ったのは1989年一91年であっ
たことを説明するには，環境的要因を抜きにしては語ることはできないからである。したがって，
あいまいな概念であることは確かであるが，その適用を否定されるぺきではない。
　次に，政治的機会構造論の文脈のなかで発展してきた分析概念を検討してみたい。ティリーは，
当然のことのようであるが，時代によって抗議の「レパートリー」が異なると主張する54。では，
レパートリー分析の何が重要であるのか。中澤秀雄の言葉を借りれば，それは，レパートリーは
「構造に制約されるとともに構造を規定する動因でもあ」り，さらに「抗議手段であるだけでなく，
それ自体，運動のもつ主張・ア・イデソティティ・属性などを表現する表出的側面ももっている」55
という点に要約されよう。つまり，レパートリー分析が，動員論に構造的要因と，（レパートリー
の特性は文化的背景に根付いているという理由から）文化的要因とを結びつけて理解することを可
能にしたのである。そして，レパートリーを分析することにより，次に述べる「抗議のサイクル」
論が発展することとなった。
　タローは，運動には波があるとし，これを「抗議のサイクル（cycles　of　contention）」として説
明している56。このサイクルのあいだに起こる挑戦者と体制のあいだの衝突から，両者の実力が明
らかとなり，そのことがさまざまなアクターに影響を与え，次なる闘争を生み出すとされる57。タ
ローによれば，このサイクルの概念は，レパートリーの歴史的発展と関連するとされる58。特に，
サイクルの頂点に位置し，すべてが可能となるとされる「狂気の瞬間（moment　of　madness）」に，
レパートリーは進化を遂げる。その後，もっとも成功した抗議形態は将来のレパートリーの一部と
なる59。
　この政治的機会構造論は，制度，アクター，そして構造といった視点を盛り込んでおり，体制崩
壊の分析概念としても有効であるといえよう。ソ連崩壊に関して述べれば，ゴルバチョフによるペ
レストロイカ政策，特にグラスノスチの結果としての市民社会の開放，自由選挙の導入，議会政治
の始まりによる政治社会の活性化といった要素が，体制側と反体制側の相互作用のなかで進展して
いったと考えられる。しかし，政治的機会構造という概念は論者によって用法が多様であり，過剰
拡大されている点は問題である。特に，社会運動の進展を説明対象にする議論では，オパーショー
ルの議論で顕i著なように，運動に対峙する国家および政府，政治家，官僚，さらにはエリート全般
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が引き起こす変化がすべて，政治的機会構造の変化という範疇にくくられてしまう傾向がある。移
行論でみられるように，体制崩壊の政治過程においては，少なくとも体制側と反体制側が同じ舞台
の上のアクターとしてみなされるべきであり，双方にとっての政治的機会について分析する必要が
ある。したがって，本稿では両者の行動の結果として変化した政治的環境について，同じ条件とし
て，政治的機会構造を扱うこととしたい。
第5節革命論・社会運動論3：フレーミング論
　不満をもつ諸個人は何らかのアイデソティティを提示され，それに共鳴したとき，運動に参加す
る。この過程が「枠付け（framing）」である。この概念は，　D．スノーらが提唱したものであるが，
彼らの意図は社会心理的モデルと資源動員モデルのあいだを架橋することであるとする60。つま
り，「なぜ」運動が起こるのかという視点が，動員モデルに移植されたと解釈することもできよう。
彼らは，この枠付け過程（フレーム調整（frame　alignment）過程）は，4つの段階を経るとする。
以下その流れを提示しておきたい。まず，フレーム架橋（frame　bridging）であり，この段階では，
ある特定の問題に関してイデオロギー的には一致するが，関係を持っていない人々への枠付けがお
こなわれる。次がフレーム増幅（frame　amplification）であり，この段階では，ある特定の問題に
関係する枠付けが明確化され，活性化される。このフレーム増幅には価値増幅と信念増幅がある
が，前者は運動が到達することを望む目的に関するものであり，後者はそれら諸価値を求めるとき
に支えとなるか，妨げとなるような観念的な要素に関するものであるという。第3が，フレーム
拡張（frame　extension）である。これは，ある社会運動組織が既存のフレームでは支持老を得ら
れないときに，参加する可能性のある人々に合わせてフレームを拡張することを指す。最後が，フ
レーム変換（frame　transformation）であり，これはある社会運動組織が促進したいプログラムや
諸価値が日常の生活様式と共鳴しないために，再枠付けされることである61。議論の1つのポイン
トは，かつての心理モデルとの違いである。以前は不満がさまさまな変数の影響を受けながらも，
直接的に運動の発生をもたらすと説明されてきたが，このモデルでは不満は言語やシソボルを介し
てあらわれるとされる62。
　また，スノーとR．ペソフォードは，先の「抗議のサイクル」の議論とフレーミング論の接合を
試みている。まず，彼らは本題に入る前に，集合行為のフレームの特徴を示す。その特徴は「診断
的（diagnostic）」と「予後的（prognostic）」の2つであり，前者は，活動家が，問題となる状況
を明らかにし，確認することであり，後者は，その活動家がその問題の解決法を提示することであ
る。また，彼らはマスターフレームという概念を導入する。マスターフレームとは運動固有のフレ
ームよりもさらに大規模なものであり，争点の非常に狭い「制限された（restricted）」形態と，普
遍的な内容を含む「精緻化された（elaborated）」形態に分けられる。そして，マスターフレーム
がどれだけ人々を動員する能力があるかは，制限されたものか，精緻化されたものかの違いや，共
鳴度合いに左右される。以上の前提を踏まえ，サイクル論との接合の議論に入りたい。以下，彼ら
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が示した命題を取り上げてみたい。まず彼らは，抗議サイクルの発生段階では，抗議の発生と革新
的なマスターフレームの発展に関係性があるとする。またよい構造的条件下で大衆動員に失敗する
場合は共鳴するマスターフレームが欠如している可能性があるとする。次に，サイクルのなかでの
個別の運動については，サイクル初期の運動がマスターフレームを形成しやすく，また後期に誕生
した運動はそれに拘束されるとする。また，戦略的なレパートリーに関しては，新たなマスターフ
レームの誕生によって戦略が革新されることもあるとし，また戦略自体が環境や構造だけでなく，
マスターフレームに制約されることもあるとする。そして，サイクルの形状については，フレーム
の動員能力，そしてサイクル初期の運動がフレームを増幅・拡張する能力と関連するとする。最後
に，サイクルの低下は，マスターフレームを重視する文化的な雰囲気の変化に左右されるとする。
そして，対抗フレームの出現が既存のマスターフレームの脆さと不適切さを明らかにし，その共鳴
に挑戦し，徐々にその対抗フレームが重要だとみなされるようになることもあるとする。以上のよ
うに，スノーとべソフォードは，個人の意識というミクロ要因の分析だけなく，マスターフレーム
が運動のサイクルに対して影響を与える過程を描き出した63。
　このフレーミング論であるが，具体的な分析の考察においては一定の成功を収めているようにみ
える。ソ連の事例でいえば，サイクルの初期には，ゴルバチョフらの体制内改革派の主張が大衆の
不満を吸い上げ，枠付けされたが，後期にはロシアでは民主派，その他地域では主に民族派が提示
した主張に大衆は枠付けされたとみることができる。ただ，フレーミング論は，政治変動という過
程のなかで，あくまで大衆や社会運動組織が中心的役割を担った事例にしか援用できない問題があ
る。移行論では，極端に言えば，政治指導者間の相互作用のみで体制移行が説明されることもあ
り，この種の議論が展開されることは少ない。したがって，枠付けの作業をおこなう側，さらにい
えば「政治的企業家」が運動を組織するためだけでなく，政治キャンペーソや選挙の際に大衆を引
きつけるために用いられた言説に注目する必要もあろう。
　以上のように，最近の社会運動論から導かれてきた諸概念もまた，あくまで政治過程を部分的に
説明する道具にすぎないことが明らかとなった。次章では，そのような問題を踏まえて，自身の分
析枠組を示したい。
第2章体制崩壊の説明既存理論の総合
　以上の諸モデルはいずれも一長一短があり，体制崩壊を説明する包括的なモデルではない。この
問題の解決策の1つは，既存の理論を総合するという試みである。その結果作られたモデルは体
制の崩壊がどのように起こるか，因果的連鎖を明確化させながら，時系列的に提示される必要があ
る。特に，オドソネルとシュミッターの「体制移行」モデル，ティリーの「政治体」・「動員」モデ
ル，マックアダムの「政治過程」モデルなどの包括的な分析モデルが示しているように，時系列的
な因果モデルは体制崩壊過程を跡付けるには有益だと考えられるOO。ただ，このモデルによって説
明される対象としては，ソ連の崩壊に限定されている。その他の事例について，このモデルが有効
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であるかどうかの検証は，今後の課題としたい。それでは以下，体制崩壊の分析モデルを提示して
みたい。
第1節構造変化
　まず，体制変動の前提条件として，社会経済的な構造変化が指摘されうる。特に，経済発展は社
会構造を大きく変化させる効果を持つ。特に中間階級の増大が促され，彼らの意識は民主体制を求
めるようになるとされる。だが，この構造変化が直線的に民主体制の樹立をもたらすという近代化
論的解釈はあまりに大雑把な議論であるので，媒介変数を探さねばならない。さらに，経済危機や
経済停滞も，政治変動を引き起こす要因となりうる65。なぜなら，ガーらの議論を踏まえれば，経
済危機によって大衆の不満が蓄積し，顕現するようになるからである。
第2節　政治的機会構造の変化
　そして，政治的機会構造の変化によって，体制崩壊過程に突入する。この概念が持つ意味の多様
性はすでに述べたが，このモデルでは，「移行論」の伝統に従いたい。まず，市民社会と政治社会
の領域66に分け，さらに，行動的変化と制度的変化に分けて，政治的機会構造の変化をとらえたい
（表1）。この「市民社会」に関する変化が「自由化」であり，「政治社会」に関する変化が「民主
化」と定義される67。繰り返しになるが，どれが原因で，どれが結果という立て分けは必ずしも可
能なわけではなく，さまさまな要因が相互作用しながら進展し，政治的機会構造の変化をもたらす。
　それに加えて，国内的な政治的機会に影響を与えるのが，国際的要因である。例えば，長期的ス
パソでみれば，民族運動は世界的に，「動員の潮流（tide　of　mobilization）」があり，ナショナリズ
ムの広がりは数度に渡って起こったといえる。例えば，時期的には，1848年の「諸民族の春」，19
世紀後半から第1次大戦，戦間期から第2次大戦後，そして1980年代末から90年代初頭があげら
れる68。同様に，ハソチントンのいう「民主化の波」があげられる。彼によれば，第一の波は1828
年一1926年，第二の波は1943年一62年，第三の波は1974年以降になる69。また，国際的影響は外交
表1政治的機会構造の変化
変　化　の　形態
制　度　的 行　動　的
変化の領域
市民社会
結社の自由
ｾ論・出版の自由
ﾙ議申立ての権利
l身保護令状
抑圧の緩和
ﾙ論の許容
ｭ治犯の釈放
ｩ立的結社の台頭
政治社会
政治結社結成の権利
ｩ由選挙
ｯ主的議会の導入
政治エリートの分裂
ｭ治活動の自由
※筆者作成。
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政策による直接的な影響があげられ，さらに「時代精神」としてのイデオロギーの波及や，近隣諸
国の政治イベントからの短期的な影響力の拡大がありうる70。ソ連・東欧では，ゴルバチョフの自
由化政策とブレジネフドクトリンの放棄，東欧諸国における共産党政権のドミノ的崩壊の影響が指
摘できよう。
第3節大衆の不満（相対的価値剥奪）＋政治的企業家によるフレーミンゲ
　ここからの過程は必ずしも順番通りではなく，相互作用しながら進展する。また，これらがすべ
て揃わない場合もある。
　自由化の進展によって，大衆のなかで政治的自由の要求が拡大し，経済改革の成果に対して，ま
ずミクロレヴェルで不満が顕在化し始める。急激な経済危機などが襲った場合は「前進型」もしく
はrJカーブ」の価値剥奪が起こる。だが，市民的・政治的自由が規制されていた国では自由化と
ともに，経済的不満だけでなく，政治的不寛容に対する怒りが表面化し始めると考えられる。
　この不満を吸い上げ，枠付けをおこなうのが，「政治的企業家」である。ただ，体制側からの自
由化がおこなわれる場合，その改革派指導者が大衆の期待を集め，台頭する。彼が政権運営に成功
すれば，既存の体制の枠内で改革がなされ，体制崩壊は起こらない。だが，その改革派が失脚した
とき，彼の代わりに在野の指導者や別の体制を模索する指導者が出現し，新たな枠付けをおこな
う。また，保守派が政権に存続しつづけた場合は，弾圧をおこなって，既存の体制を維持するか，
宮廷クーデターか社会からの圧力によって失脚を余儀なくされ，体制内から，もしくは在野から新
たな指導者が出現することになる。
第4節組織の資源動員・抵抗活動
　自由化初期，大衆が何らかのアイデソティティに共鳴した結果，それまでの社会の真空状態を埋
めるべく，さまさまな集団が台頭する。ここで重要なのは，運動が発生している社会がどのような
体制および構造なのか，という点である。この要因によって運動がどのような変化を受けるかにつ
いて述べておきたい。
　まず，この社会的諸集団の資源の状況である。先進諸国では資源を入手する手段が豊富なので，
それらを動員することはおそらく，それほど難しくないだろう。だが，権威主義体制下では，政治
的な資源（主に人的資源）を獲得することが困難である。また，社会主義体制下では，私的所有が
原則的に認められていないので，大衆や社会集団が経済的資源（主に物的資源）を手にすることが
難しい状況にある。次に，運動形態である。これは当該社会の大衆がいかなるアイデンティティに
共鳴しやすいか，という問題である。例をあげれば，農村社会であれば農民運動が，工業化された
地域であれば労働運動が，先進国では住民運動や環境運動などさまさまな運動が発生する可能性が
高いといえよう。また，多民族国家であれば，民族運動が発生しやすいといえる。
　ちなみに，ソ連・東欧では旧体制下で政治的自由が制限され，指令経済が敷かれていたので，大
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衆や自立的組織が資源を蓄えるに足る要素は，相対的に少なかった。ただ，国ごとに違いがあり，
ポーラソドのように，独立労組（連帯）や教会が現に存在していて，自由化後に活躍したケースも
あれば，ハンガリーのように，体制のアクターが芽生えつつあった市民社会を動員したケースもあ
った。また，そうした受け皿がない場合は，マスターフレームを提供する組織がないために，東ド
イツやチェコスロヴァキアのように大衆運動がその役割を担うことになる71。そして，多民族国家
のケースでは，民族運動が台頭する。そのうち，民族連邦制を採用している国では，民族共和国が
受け皿の役割を担うこととなり，この状況がソ連やユーゴスラヴィアでみられた72。
　社会的諸集団の台頭に関して最も重要な論点は，その運動がいかにして「政治社会」に関わって
いけるかである。「移行論」では体制変動は政治指導者間の交渉によって決まるとされる。したが
って，社会運動から押し出された政党の指導者か，運動を取り込んだ既存の政治エリートが，移行
の政治的領域に入っていく過程の分析が必須である。そのうえで，市民社会の諸集団が極端に分裂
している状態では，反体制派が体制側勢力と交渉をおこなうことも，選挙で戦って勝つことも難し
くなるといえる。また，在野勢力がその政治闘争の舞台に関わるかどうかの問題についていえば，
現在の体制以前に，政党政治や議会政治の経験があったか否かも，重要な要因となりうる。
第5節　国家の機能と正統性の低下
　一方，体制側の動きの分析もおこなわなければならない。体制は，自由化前後に機能の低下を経
験する。さまざまな要因が存在しうるが，経済の舵取りの失敗や，政治的・社会的に不穏な状況の
安定化の失敗，軍事的敗北などの失策があげられよう。これを受けて，社会運動諸組織や，反体制
の政治指導者，さらには対抗する勢力全般が，さらなる動員が可能であると判断するようにな
る73。すなわち，「抗議のサイクル」が発展するようになる。
　その結果，体制は正統性を失っていく。だがA．プシェヴォルスキによれば，体制が正統性を喪
失しても，代わりの主張が何らかの集団として組織化されていかない限り，崩壊には至らないとさ
れる74。したがって，体制が崩壊するか否かは，反体制勢力の状態に左右されることとなる。そこ
で，政治エリートの存在が鍵を握ることとなる。
第6節エリートの分裂（旧体制側が挑戦者と合流）
　体制の正統性低下とともに，体制内エリートの分裂が起こる可能性が高まる。ティリーらの「革
命論」でも，オドンネルとシュミッターの「移行論」でも，体制内の分裂が政治変動の必要条件と
されている。そのうち，革命論の立場では，体制側のアクターが在野勢力と連携することが革命に
とって必須であるとされている75。
　このエリートの分裂過程で政治変動にもっとも影響力をもつ集団が，軍隊（および準軍事組織）
である。つまり，軍隊をどちらが味方につけるかによって，事態の趨勢は大きく変わることとな
る。ちなみに，ソ連では1991年8月に保守派が主導したクーデターを起こすも，軍隊が分裂し，
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失敗に終わっている。また，中国では，1989年の天安門事件において，軍隊が民主派運動を押し
つぶした。このように，軍隊が政治変動の結果に影響を与えることは明らかである。
第7節　多重主権
　ティリーの定義では，多重主権状態の：有無が「革命状況」を示す1つのメルクマールとなる。
だが，「移行論」では，必ずしも多重主権は政治変動過程で起こるとはされていない。すなわち，
多重主権の状態に至るか否かが，革命と体制移行という概念の差異を示す1つの里程標であると
いえる。ソ連では，構成共和国は法律上，主権国家であった76が，事実上制限されていたとみるこ
とができる。だが，1988年のエストニアを皮切りに，各共和国で主権宣言が立て続けに出され
た。その後，各共和国は独立宣言へ向かうこととなるが，これは事実上の多重主権状態にあったと
いえよう77。
第8節政治エリートの行動による体制崩壊
　最後が，政治指導者間の相互作用の段階である。「移行論」では，体制変動という場合，旧体制
の崩壊から新体制の樹立までを連続としてとらえることになる。この場合，新体制の樹立に至るま
でには必ず，政治指導者の関与がなければならない。なぜなら，政権を担う勢力が出現しないと，
新体制が樹立する状況は生まれないからである。だが，焦点を（旧）体制の崩壊に設定すると，例
えば敗戦による体制瓦解や占領による追放，社会の圧力に抗しての自爆的崩壊などでは，政治指導
者間の相互作用は必要でなくなる78。これは，「革命論」でも同様であり，革命の必要条件として，
政治エリートの選択は考慮されていないのはそれゆえである。
　ソ連では，1990年ころから民族運動を取り込んだ構成共和国指導部とソ連指導部とのあいだの
連邦レヴェルの政治闘争が激化し，急進的なバルト3国を筆頭に，各共和国指導部は徐々に連邦
中央から離脱する選択肢をとるようになった。最後は，1991年12月にロシア，ウクライナ，ベラ
ルーシの3ヶ国の密約により，CIS（独立国家共同体）が結成され，ソ連は崩壊することとなった。
おわりに
　本稿では，ソ連崩壊という現象を分析するうえで重要なモデルとキー概念について，「革命論」
と「移行論」の分析モデルから抽出して整理し，代替の分析モデルの提示を試みた。そのなかでも
特に，「革命論」に欠けていた政治エリートの相互作用の視点と，「移行論」では軽視されがちな社
会運動集団の台頭という視点を，分析モデルに織り込むことで，近年の政治変動について明らかに
することを目指した。
　最後に，今後の課題を明示しておきたい。それは，このモデルがソ連崩壊の説明に対して有効か
否かを検証することである。本稿では，ソ連に事例について，やや大まかに触れたにとどまった
が，今後は本格的に分析対象に据えて確認される必要がある。
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